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長期増分費用作業委員会の最終報告書に関する意見書
British Telecommunications plc 

1999年10月20日
要約
9月20日郵政省は長期増分費用作業委員会の最終報告書を公表されました。さらに、この 報告書とモデルは電気通信審議会に送付され、意見が求められる運びとなりました。ここにBTの意見書を提出いたします。電気通信審議会がBTの意図するところについてご理解くださるよう願っております。
現在は、日本の電気通信業界の発展において重要な時期です。電気通信審議会の決定は、予測できる将来にわたって、日本の電気通信業界の競争状況を決定付けるものです。電気通信審議会には2つのオプションがあるように思われます。その1つは競争を促進し、その影響を受ける日本の消費者の恩恵と便宜を最大限に増すことです。あるいは、NTTを保護し、真に競争的な電気通信業界の実現を遅らせ、この業界における潜在的な雇用の機会を失わせることです。これは、重要な決定になると思われます。
LRIC導入の目的は相互接続料の低減にあります。報告書が選択的に提示した2つの方法論は、ある意味ではこの目標を満たすものです。ケースAでは、GC接続料金は、17%ほど低減され、ZCでは55%ほど低減されます。ケースBではGC接続料金は、41%ほど低減され、ZCでは69%ほど低減されます。ここで、電気通信審議会には2つのポイントに注目して頂きたいと思います。まず低減率の小さな方ですが、GCサービスは他の電話会社にとって最重要事項だということです。第2に、料金がより低くなるケースBの算定結果を採用しても、日本の相互接続料は英国の場合より、少なくともまだ40%は高いということです。
BTは、 作業委員会が日本の国内外から出されたBTおよび他の通信事業者の意見に照らして、モデルについてより広範囲な変更を行なわなかったことを残念に思います。例えば、入力データには全く変更が行われていません。確かに、ケースAでは、1つの経路要素が変更され、ケースBでは、RTコストはトラフィックに依存しないものとして正しく割り当てを行っています。しかし、BTは変更がこのようなものに限られたことによって、せっかくの大幅な修正の機会が失われたと感じています。BTは郵政省と作業委員会に対して、今後ともモデルの改良に努めていただくように要請致します。
この問題への対応として主要な要請事項を次に挙げますが、この全てについて詳細な議論と事実の裏付けが存在します。

· 西暦2000年の相互接続料は、ケースAではなくケースBの算定結果に基づいて策定されるべきです。ケースBの適用を回避することは、日本が事実上世界で孤立した料金方式を使用することを意味します。米国や英国をはじめとする欧州と異なるだけでなく、アジア太平洋地域の各国とも異なる方式を使用することになります。
· ケースBが与える単価はまだ高過ぎるため、相互接続料の上限を与えるものです。特に、 

· 資産耐用年数には長過ぎるものがある
· トラフィック容量の見積もりは低過ぎる
· 適合しない伝送技術が使用されている伝送経路も存在する
· 入力データは、効率的なネットワーク事業者の活動を反映していない
· 相互接続料は直ちにLRIC準拠に移行すべきです。移行が遅れるようなことがあれば、日本における真の競争市場の導入が遅滞し、深刻な長期的影響が発生します。 

· 電気通信審議会は、相互接続料はケースBの算定結果レベルで策定されるべきではないとする見解、あるいは、変更は段階的に行うべきであるとする見解の提示が行われているように思われます。しかし、このような意向は否認されるべきです。特に、BTは次のような主張に対して、強く意見を申し上げます。
· 「現行モデルは現実を反映していない」― これは真実ではありません。実際は、そのコストは効率的な電話会社のコストに基づいたものであって、NTTのコストではありません。
· 「ユニバーサル・サービスに悪影響を与える」― これはほとんどあり得ません。ユニバーサル・サービスの真のコストは、恐らくそれほど大きくなく、失われる利益も非常に小さなものです。NTTは相当の投資が必要な様々なビジネス分野にも進出しようとしています。この前向きの姿勢は、日本でのUSOを維持するためにこの費用が捻出できないという判断とは矛盾します。
· 「NTT社内の雇用削減を意味する」― NTTが効率改善に努めるならば、NTT社内で雇用削減が幾らか必要になることもあると思われます。電気通信審議会は視野を広げ、業界全体で雇用問題を考慮すべきです。調査によれば、規制緩和と競争の促進によって、新たな競争者が成長するにつれて雇用機会が増大します。LRIC準拠の相互接続料の導入を遅らせることは、他の企業における雇用の喪失につながる可能性があります。NTTの雇用が、他企業における雇用より重要な理由が存在するか、また業界と日本の消費者がNTTのために経済的負担を負うべき理由が存在するのか疑問です。

· 「月額加入者回線料金が値上げされる」― このような値上げの理由は存在しません。NTTには他の戦略が存在するはずです。
· 電気通信審議会は、相互接続サービスにプライス・キャップを導入しようとする計画を採択すべきではないと考えます。これは、LRIC基準の相互接続料の導入を遅らせるだけでなく、そのような制度を現在実施すれば、現実に問題が発生します。
BTは、電気通信審議会が、日本の消費者に恩恵を与えるような、持続可能で、競争が許された日本の電気通信業界の実現を保証するような決定を下すことを望むものです。ケースBの算定結果のレベルにまで、相互接続料金を直ちに低減することは、この目標を達成する第一歩となります。他の結論に達するようなことがあれば、それはただNTTを保護するためであるとみなされます。それは、業界の犠牲と日本の消費者の損害を招くものです。
BTは、電気通信審議会が日本の電話通信業界の長期的な利益のために行動し、ケースBの算定結果を直ちに採用するように要請致します。
1. はじめに 
BTは、長期増分費用作業委員会の最終報告書に対して、ここに意見を述べる機会を与えられたことに感謝の意を表したいと思います。本レポートは、長期増分費用(LRIC)に基づいた日本の相互接続料金策定において、最も重要な区切りとなるものです。BTは、この料金基準を採用することは日本の通信業界が活性化し、効率を高めて長期の発展を期するための必須条件であると考え、これによって日本の通信業界が消費者に長期的な利益を提供し、かつ長期にわたる雇用機会促進を達成することができると考えるものです。
LRIC基準の相互接続料金を導入することの主要な目標は、「相互接続料金の低減」(作業委員会の草案第1章第1部を参照のこと)にあります。郵政省が電気通信審議会に送付した2つの代替方式、ケースAおよびB、もある意味ではこの目標を達成するためのものです。この方式が変更なく採用されれば、GC接続料金は17%から41%程度低減され、ZC接続料金は55%から69%程度低減されると思われます。
しかしながら、郵政省および作業委員会が、意見全体を反映させてより包括的な変更がなかったことについては、BTはやや失望を禁じ得ません。例えば、入力データの変更は全く行われなかったように思われます。ケースAの結果を算出するのに必要な使用率の前提条件の改良を行ったこと、および、ケースBの結果を導出するRTコストの割り当てをトラフィック依存にしないことが唯一の変更でした。このため、BTはせっかくの改善の機会が失われたと判断し、郵政省と作業委員会にモデルの精度向上と改良を継続して行うように強く要請したいと思います。
BTは、モデルのケースBから得られるコストは、全てのLRIC準拠の相互接続料金に対して上限となるものであり、相互接続料金をこのレベルより高く設定することは正当化できないと考えます。さらに、最新の容量情報、より適切な仮定およびコスト入力データを用いてモデルが再試行されれば、日本のLRIC相互接続料金のレベルは、実際のところ、ケースBで算出される料金より著しく低くなると考えられます。
BTがさらに注目する意見を次に挙げます。
· 「郵政省は報告書を電気通信審議会に送付し、仮想コストと実際コストの比較の必要性について強く注意を喚起した。」
· NTTのトップ・ダウン・モデルの算出結果は価格設定段階で考慮されるべきとの提案。(BTは、以前に提出した意見書において、NTTのトップ・ダウン・モデルは考慮されるべきではないと主張しました。) 

· LRIC準拠の料金体系への移行は、時間をかけて段階的に行われるべきであるとの見解に考慮が払われている。
上記の意見の要旨を総合すると、接続コストの決定する段階にきたら、電気通信審議会が他のデータや要因を配慮するよう要請していることになります。
LRICに基づく料金体系に移行する目的は、通信市場全般にわたって正当な経済的ガイドラインを設定することにあるということを、BTは郵政省と電気通信審議会に思い起こして頂きたいと思います。LRICに基づく料金体系は、効率的な通信事業者に適用されるような、長期的で前向きのコストを反映するものです。ここから、上記の注目点に照らして、2つの重要点が浮かび上がってきます。
· コストは効率的な通信事業者で適用されているものを採用すべきです。NTTは合理的な理由付けもなく、同社が効率的な運用を行っていると述べていまが、BTは世界的な標準から判断して、NTTは非効率であると考えています。相互接続料金の設定にNTTが実施している料金体系を採用することは、相当大きな非効率を甘受することを意味します。これは高い通話料金が請求されることを意味し、NTT以外の日本の通信事業者や消費者にとって、明らかに受け入れ難いことです。
· 現在、LRICに基づく料金体系への移行を阻むような合理的な理由は存在しません。NTTに段階的な移行を許すことによって同社を保護するということも、それが短期および長期的に、日本の通信業界全体にどのような影響を及ぼすかという観点から検討されるべきです。BTは、日本の割高な接続料金は市場に大きな影響を与えており、それが原因となる問題に直面している通信事業者も存在すると考えています。
最後に、報告書では、ケースBが採用されれば、NTTは回線レンタル料金を引き上げることになると述べています。BTはこの見解に与しません。NTTが市内回線料金に見合うコストを回収するために適用可能な小売価格オプションや、コスト削減プログラムは他にも存在します。
本意見書では以下に、上記の論点を裏付ける論証を提示します。
· 本意見書の第2節では、ケースBをケースAに優先して採用すべき理由を論じます。さらに、ケースAを採用することは、日本が世界の標準に反する料金策定方式を適用することになるという点を裏付ける事例を挙げたいと思います。
· 第3節では、ケースBにおける現在の算定結果が接続料金の上限を与える理由を検討します。また、作業委員会の最終報告書でなされた論点もいくつか取り上げ、その意見に対してNTTが行った主張にも反証をあげたいと思います。 

· 第4節では、通話発呼および通話終了サービスに対する接続料金は直ちにLRIC準拠とし、全ての通信事業者に適用可能とすべきであるとの見解を支援したいと思います。さらに、NTTは回線レンタル料金を値上げする必要があるとの意見に対する反証も挙げる予定です。
2. 相互接続料はケースBに従って策定されるべきであり、ケースAに従うべきではないこと
作業委員会の報告書では、相互接続方式について、ケースAおよびケースBという2つの選択肢が与えられています。ケースAは、リモート端末を通過する呼について、経路因子に関する誤った仮定が訂正されているという点以外は、草案の算定結果と同じものになっています。この問題は、同報告書の第5章第2節で詳細に論じられています。
BTは上記の変更を支持するものであり、また、誤りが発見されたときは、モデルの修正を行うべきであると作業委員会が認めたことを歓迎します。しかしながら、モデルは複雑なものですから、他にも誤りが存在する可能性があります。例えば、容量を低く見積もり、単価を高く見積もるような間違った経路因子の仮定が他に存在する可能性もあります。
ケースBが原案の算定結果と異なるのは、リモート端末コストは、トラフィックに依存しないものとして、市内回線の算定に寄与するという点です。BTは、これまでの主要な提出書類で論じたように、これがコストについて適切な取扱いであると考えます。BTの見解は、他社および米国の通信事業者グループが出した意見と、趣旨において一致するものです。
委員会の主要報告書の第5章では、この変更が米国およびEUが採択したコストおよび料金方式と整合性をもつことを認めていながら、まだこの変更を約束することへのためらいが見られます。
リモート端末コストの大部分および市内交換コストのある部分が、トラフィックに影響されないコストとして分類されるべきであり、相互接続料には含まれるべきでないということを繰り返して論じるつもりはありません。むしろBTは、この方式が交換コストを処理する適切な方法であると判断した国を列挙することにします。
· 米国
· 英国
· オランダ
· ドイツ
· フランス
· スウェーデン
· スイス
· オーストラリア
· 香港
EUもこの方式を推奨しています。シンガポールも前向きな採算性の良いコスト基準に準拠して、相互接続に関する変更を導入しました(1999年4月6日のストレート・タイムズの発表記事を参照のこと)。シンガポール電気通信公社(TAS)が市内交換をトラフィック依存部分と非依存部分に分割する方法について「通常の」定義を採用したかどうかについては、BTは確認していません。ただし、その可能性は高いと思われます。
このような動向が意味することは明らかです。電気通信審議会がLRIC相互接続料金設定の基準としてケースBではなく、ケースAを採用することになれば、事実上全ての国と異なる料金方式を使用することになります。つまり、日本は米国や英国と異なる方式を使用するだけでなく、アジア太平洋地域においても他国と異なる方式を使用することになるのです。
さらに注意すべきことは、ケースBの算定結果に基づいて相互接続の料金策定を行っても、世界基準において人為的に低レベルの料金体系を設定することになるわけではないということです。相互接続料に関する以前の提出書類において、BTはベンチマークとなる実績を提示しています。BTは、1999年の最新EUベンチマークに対して、ケースAとBの算定結果の比較を再度行っています(2000年についてのベンチマークは数日以内に発表される予定であり、低い値を示すと予測されます)。この詳細を全てここで述べることはできませんが、ご要望に応じて提供させて頂きます。この結果を次に述べます。
· ケースAのGC接続においては、大部分の通信事業者において最も重要なサービスは、EUの上限より40%高くなります。ケースBの場合は、丁度この上限の内側に収まります。ただし、この結果には都合が良すぎる面があります。すなわち、外国についてはピーク・レートに対する比較であるのに対して、ケースAおよびBのレートは24時間平均のコストを反映しているからです。1999年の多くのEU諸国における24時間平均市内相互接続コストは、ケースBによるコストより著しく低いものであり、2000年にはさらに低減されると思われます。
· ケースAおよびBにおけるZC接続料金はEUの範囲内にありますが、これも24時間平均の料金であり、一方比較対照の外国の料金はピーク・レートです。この両者ともに、BTの1999年のサービス料よりはるかに高い料金を示しています。
· 日本の長距離相互接続料が現行レベルから変更されることがないなら、双方向中継料は、ポルトガルを除く他の全てのEU諸国よりも高いレベルに放置されます。弊社の以前の提出書類で指摘させていただきましたが、ポルトガルの相互接続料は現在見直しが行われており、携帯電話から発呼される通話についてのみ規定されています。
ここでも結論は明らかです。ケースBの算定結果に基づいて日本の相互接続の料金を策定することは、外国の料金と比べて料金が低くなるということを意味するものではありません。現在、これより低い料金を採用している国は多く、そのような国でもさらに来年値下げを行う可能性があります。
以前の提出書類で注意を喚起したことですが、如何なる検討結果が出されても、日本の相互接続料は世界でも最も低額なものになるべきことが期待されています。NTTが扱うトラフィック密度を考えれば、他の国々よりも著しく大きなスケール効果による経費節減を達成できるはずです。すなわち、日本の相互接続料は世界でも最も低額なものになるはずであり、特に市内相互接続サービスについてそうなるはずなのです。ケースBの算定結果に基づく相互接続料金体系に移行することは、然るべき方向に向かって進み出す第1歩となるものです。
3. ケースBの算定結果は相互接続料の上限を与えるものであるということ
BTは、作業委員会がBTのみならず他社によってなされた意見に照らして、より広範囲な変更を行わなかったことを残念に思います。この節では、前提条件に変更が行われるべきであったと思われる、モデルの4つの側面を再検討したいと思います。このうち2つは作業委員会の報告書で取り上げられたものであり、つまり「資産耐用年数」および「トラフィック・レベルの更新」であり、残りの2つはNTTがその「意見に対する回答」において行った主張に対する返答、つまり「伝送技術の選択」と「コスト入力と運用コストの比率」です。
3.1 資産耐用年数
第5章第3節において、作業委員会はモデル内で仮定された耐用年数を変更すべきか否かについて論及しています。モデルでは法的に明言された耐用年数を前提とすべきである以上、経済上の(最適)サービス耐用年数は長すぎると論じる回答者も一人見受けられましたが、大半は、耐用年数が短すぎるとの見解でした (これは、LRICとは経済上の概念であり、関連する数字は経済上のサービス耐用年数を表すものであるということを、都合良く無視しているように思われるものです)。作業委員会 は、資産耐用年数は国によって異なるものであると決めつけているように思われます。従って、外国のデータから考えれば、モデルの資産耐用年数が短すぎるのではないかとの意見が出されても、日本の価値基準は異なるものであるから、変更すべき理由はないと結論されているようです。
BTはこのような議論には同意できません。資産耐用年数を決定するのに使用される要因は考慮されるべきであり、これらはどの程度まで、国内的要因に対立する国際的要因とみなされるかを考えるのは有意義なことです。耐用年数評価に使用され、さまざまな意味で最適減価償却の正式なモデルに反映されている主要な要因を次に列挙します。
· 物理的および技術的耐用年数、すなわち設計上、資産がサービスを提供できる期間はどの程度か。この問題については、信頼性に関する問題、スペア・パーツの入手可能な期間、および、資産の供給元のサポートを期待できる期間を考慮する必要があります。一般的にこのような問題は、主要な資産種別の大部分について、ほとんどの国にわたって共通であり、そのような資産の大部分は国際的な通商の対象となっています。
· 計画耐用年数、すなわち資産はどれだけ長くサービス提供に耐えるように計画されているか。ある事業者が他の事業者よりも早めにプラントを破棄した場合は、非効率の原因になるとみなされますが、このことは明らかに、国際的というより国内的に決定できる問題です。 

· 商業的耐用年数、すなわち資産がどれだけ長く(黒字)収益を産み出すか。ここには、競争力のある代替技術と料金動向などの要素が反映されるべきです。電気通信のグローバルな特質は、このような要因がまさに国際的に共通なものであることを意味しています。従って、特定の装置(交換機、光ファイバ、銅線等)についての料金変更は、国内的な小さな変動を考慮しつつ、グローバルな動向に従うことになります。代替技術のきざしについては、その出現時期は国によって異なるものですが、各国に共通の問題です。
結論的に言えば、資産耐用年数は、小さな変動は国内的に存在しますが、世界中である程度整合性をもつべきものです。従って、モデルで前提とされる資産耐用年数は、一般的に許容される国際的な期間と概ね整合性をもつ必要があります。
報告書の表23には、「提出された意見」から得られたサービス耐用年数の比較が示されています。BTの見解はここに含まれています。BTはこの 報告書の発表以降、さらに資産耐用年数に関する公共の情報を収集しています。このような情報の入手先を次に示します。
· フランス: フランス電気通信 報告書および会計報告。この情報は法的耐用年数であって、経済上の耐用年数よりは短く、その結果、財務的には信頼できるものであることに注意してください。
· オーストラリア: ACCCから入手可能な、オーストラリアのLRAICモデルに関するNERA 報告書。ここでは次のような3つの値が示されています。すなわち、法的な会計 報告書でTelstraが前提条件としている耐用年数、モデル内で前提条件とされた耐用年数、および最適減価償却モデルから開発された耐用年数です。
· ユニバーサル・サービス・コスト決定についてECのために実施されたWIK 報告書。ここでは、異なる装置について多様な経済上の耐用年数が提案されています。
· ドイツ: 規制当局による決定。
次の表に、上記の情報源から得られた値と、表23の主要な値を示します。
(数字は全て年数)
市内交換機
銅線
光ファイバ・ケーブル
伝送装置
市内管路
コア・ダクト

研究委員会のモデル
11.9
13
11.2
6
27
27

米国政府の見解
16.17
21.61-25.0
25.91-26.45
情報なし
56
56

フランス電気通信
10
15
n/a
9
n/a
n/a

オーストラリア
· Telstra

· モデル
· 最適減価償却
9

10

14
15

22

23
25

24

18
15

9-10

10
25

29

45
40

34

45

WIK
10
18
18
n/a
55
55

ドイツ
ndy
20
Ndy
ndy
35
35

英国
· Oftel ボトムアップ
· BT 
14

13-14
n/a
15
24

20-24
13

10
42

25
42

25

注: n/a = 不明; ndy = 未定
この表から得られる結論を次に述べます。
· 交換機  研究委員会のモデル (RCM) では、耐用年数は最短方向にあるとしても、一般的な数値範囲に収まるように仮定されています。従って、BTとしては低めに定められていると判断しますが、この数値は不合理なものではありません。最適減価償却の予測値は、RCMで仮定された11.9年よりも長くなる傾向にあります。
· 銅線  RCMは耐用年数を国際的な数値範囲より少なく見積もっています。BTは、耐用年数を最短15年にまで増加させるべきだという主張を堅持します。
· 光ファイバ・ケーブル  RCMは国際的な数値範囲より、はるかに短く見積もっています。さらに、奇妙なことに光ファイバ・ケーブルの耐用年数より短くなっています。BTは、耐用年数に現行の低い数値を適用しておくべき正当な理由は存在しないと考えます。
· 伝送装置  この項目は 報告書の表には含まれていませんが、上記のデータによれば、RCMの現行耐用年数は、はるかに短いものであると考えられます。同様に、BTは、耐用年数に現行の低い数値を適用しておくべき正当な理由は存在せず、この数値は最短15年にまで増加させるべきだと考えます。
· 管路  BTは法的な会計上の数値として25年の耐用年数を採用していますが、これは外国の例やモデルの数値と比較すれば小さな数値です。コア・ダクトについては、RCMの耐用年数を35年に増加させるような好例が存在しますが、その場合は、無線技術の競争効果がはるかに小さくなっています。
全般的な結論として、モデル内の耐用年数の多くは、国際基準に比べればはるかに短いものです。特に、光ファイバと電気通信装置の耐用年数は非常に短く設定されています。短い耐用年数を採用することは、一般的に、コストを高くするものであり、従ってケースAとケースBの算定結果が実際より大きくなるという可能性があります。
3.2トラフィック容量
作業委員会の 報告書では、1997年から1998年のトラフィック・データを更新する必要性が言及されています。BTは、完全に過去に遡って見直しが行われない限り、そのような更新も相互接続料の設定には不十分であると考えます。（例：初期レートが設定され、その後全てのコストとトラフィック容量がわかった段階で最終的なレートが決定される）
電気通信審議会は、相互接続料が2000年にはどのような額になるかを考慮すべきです。1997年から2000年にわたって、著しくトラフィックが増大すると予測されます。これは、単価と料金について一層の低減をもたらすものです。トラフィックの著しい増大が最近見られなかったことは、現行の相互接続の管理体制によって通話量が高レベルに維持され、競争を制限し、技術革新を妨げていることを裏付けていると考えることもできます。
 報告書の第5章の「モデルの適用可能性は発信音声通話に限られる」との意見にも、BTは注目します。過去数年、米国およびヨーロッパにおいて、公衆インターネット・トラフィックは著しく増大しています。インターネットに公衆回線からアクセスする場合は、一般的に通常の地理的に割り当てられた電話番号や特別な電話番号を使用します。いずれの方式でも、PSTNへの呼を市内交換機に送信します。もし市内交換機を通る任意の日本のトラフィック(携帯への通話、「着信無料電話」タイプのサービスですが、特にインターネット・トラフィック)の需要がモデルに含まれていなければ、需要は控えめになり、単価を押し上げることになります。2000年の相互接続料について決定を行う際には、電気通信審議会は、1997年から2000年にかけて発生すると予測される爆発的なインターネット・トラフィックの増大や、音声トラフィックの自然増を考慮する必要があると思われます。
結論として言えることは、古くなったトラフィック・データを使用し、考慮されるべきトラフィックを除外したことで、需要はモデルで控えめに評価されています。従って、1998年に対するケースAおよびケースB双方の単価は過大に評価されることになります。
最後になりますが、BTは郵政省および電気通信審議会が相互接続サービス料金に対して、プライス・キャップの導入を考慮中であると聞いています。適切で信頼できる容量を使用することは、管理体制などについて合理的な始点と終点を設定するのに必須事項となります。しかし、これまでに概説した潜在的な問題点は、この始点に影響を及ぼします。従って、どのようなプライス・キャップについても、その終点に関する容量見積もりは、「どのようなトラフィックが増大することになるのか、どの程度増大するのか」という初期容量に関する疑念がある限り、通常の場合より策定が困難なものになります。このような不確実さに加えて、第4節でさらに検討する他の問題点を考慮すれば、BTは、プライス・キャップを相互接続サービスに導入することは、まだ実施すべきではないとの結論に達します。

3.3 伝送技術の選択
BTは完全なSDHネットワークを前提条件とすることに疑問をもっています。世界の市場で今日もまだ購入可能なPDH装置は、市内交換リンクへの多くのリモート端末にみられるような、低トラフィック容量の経路では、SDHより安価なはずです。ケーブル・アンド・ワイヤレス社とIDC社も同様の見解を示しています。他の規制官庁の研究でも、低トラフィック環境ではPDHが相対的に安価であるとの結論に達しています。
作業委員会がこの前提条件を見直さなかったことを、BTは遺憾に思います。意見書に対するNTT の回答にBTは同意しかねており、作業委員会がそれに影響されないよう期待しています。NTTの論拠とは第1に、モデルでは156Mb/sではなく、52Mb/sの最小速度を適用すべきであり、第2に日本で現在PDHを購入している通信事業者は存在しないということにあるように思われます。BTはこの2つの論拠はいずれも見当違いであると考えています。また、BTが提出した次のような質問に対する回答は、まだ頂いておりません。
· 日本では低速通信(52Mb/sよりはるかに遅い場合)において、PDHはSDHよりも安価であるかどうか。
· NTTは現在、ネットワークでPDH装置を使用しているかどうか。
· もし使用していれば、当該資産のをいつ置換える予定であるか。
· もしNTTがSDH/Sonnet装置のみを使用しているなら、そのRTから市内交換機に至る経路での使用レベルはどの程度であって、それは世界標準と比較してどの程度であるか。
モデルではPDH装置の使用を考慮すべきであり、そうしなければ、コストは膨れ上がるはずだとBTは考えています。BTはここでも、ケースAとBの双方とも単価が高く評価され過ぎているとの結論に達します。
3.4投資額に対する保守費用の比率
LRICの算定は効率的な電話会社の費用を代表するものですから、投資額は効率的な通信事業者に対するものであるべきです、つまり、必ずしもNTTに対するものである必要はありません。日本テレコム、DDI、TTNetおよびKDDも同様の意見を提出しています。
NTTは、世界の標準から判断して、効率的ではないことを示す証拠が存在するにも関わらず、NTTの投資額についてのデータを、他の電話会社のものより重視されるべきであると今も考えています(その表れが、意見書に対するNTTの回答です)。NTTの主張を次に示します。
「BTから得られた価額は英国のボトムアップ・モデルで優先的に評価されており、投資額はBTの実際の資産価値に近い値で設定されていると思われる。」
BTはNTTがこのような結論に至ったいきさつを知りません。Oftelはコンサルタントとの議論を経て、英国におけるボトムアップの最終パラメータの値を決定しました。その決定はOftelが入手したデータ全てに基づいており、効率的な電話会社のコストに関する彼らの見解を反映したものです。この決定の基礎データはこれまで公開されていません。BTの投資額が他の電話会社のものより優先的に評価されているというのは真実ではありません。同様に、NTTの投資額が日本の他の通信事業者より優先的に評価されるべきではありません。
NTTの相対的効率性に疑問が残る以上、未調整のNTTデータがモデルで使用されすぎていることに、BTは懸念を感じます。非効率性を内在しているであろう投資額の好例は、市内交換機についての保守経費比率です。モデルの現行の数値は8%ですが、BTは以前に5%近くに設定するべきであると主張しました。
意見書に対する回答として、NTTはFCC統計の8.5%という数値を引いてきて、8%に設定したことを正当化しました。しかし、全てのRBOCの平均値が8.5%ですから、これでは「最も効率的」な企業の例（または、複数の企業の例）を反映したものにはなりません。
BTはFCC統計から8.5%という数値を出すことはできません。しかし1997年の全てのRBOCについては5.5%程度という数値、および1998年については5%弱未満になる数値は算出しています。ただし、いずれの年度においても、最小RBOC数値は3.5%程度となっています。従いましてNTTの8.5%という数値が全てのRBOCについて正当な平均値であると仮定しても、最も効率的なRBOC値は5%から6%（8.5% * 3.5/(5または5.5)）になると思われます。この数値を実証する値もBTから出されています。これは1997/8年のBT独自のコストデータに基づいて6%という比率を再算出したものです。つまり、FCC、BTのデータとも、保守経費比率としての8%は高過ぎ、5%から6%に引き下げられるべきであることを提示しています。
上記の例は、少なくともいくつかの、特定の投資額は、効率的な電話会社の特性を反映するものではないということを示すために、1つの投資額に的を絞ったものです。結論はここでもやはり、ケースAとBの双方とも単価が高く評価され過ぎています。
3.5 結論
簡潔に述べましたが上記の見直しから得られる結論は、モデルの多くの前提条件やデータはにまだ改良の余地があるということです。第3節で使用された例には、次のような内容が含まれています。
· より適切な資産耐用年数の適用
· トラフィック・データの更新および見直し
· RTから市内交換経路上での伝送装置について、低いコストを適用
· 効率的な電話会社のコストを反映するための見直し
このような改良を行うことによって、ケースAとケースBの双方について、単価を低減することができます。つまり、第2節で検討しましたように、相互接続料はケースAではなくケースBに基づくべきものでありますが、ケースBですら現状では実際の日本におけるLRIC単価より、はるかに高くなってしまいます。
4. 相互接続料は直ちにLRICに準拠すべきこと
相互接続料は、日米通商協定に従って西暦2000年にはLRIC基準に移行すべきです。さらに、第2節および3節で検討しましたように、料金はケースBより低く策定すべきです。
BTの知る限り、LRIC準拠の相互接続料金体系への移行を段階的に計画している国はありません。このような移行は、通常、相互接続料についての例年の見直しの一環として行われるものです。このような見直しが行われている国としては、搬送サービスについては英国、米国、オランダおよびオーストラリアが、市内回線非バンドリング料金についてはドイツが該当します。LRIC準拠の相互接続料金体系の適用がさらに普及するなかで、来年には一層多くの国がこの例にならうものと思われます。相互接続サービスについてのプライス・キャップは1997年に英国で導入されましたが、新たな制度の開始料金はLRIC準拠で策定しました。また、この導入は段階的に行われたものではありません。
また、BTの知る限り、発呼および着呼サービスの双方についてLRIC準拠の料金体系が利用不可能な国は存在しません。LRIC準拠の相互接続料の利用を着呼サービスにのみ制限する合理的理由は存在しないように思われます。
LRIC準拠の料金体系への移行が遅れれば、新規参入の公衆電気通信事業者は極端に割高な相互接続料を甘受し続けることになります。合理的に考えれば誰でも、現在の日本の相互接続料は、世界標準と比較して割高であることを認めるはずです。相互接続料を一層合理的なレベルにまで低減すれば、通信事業者の収益性は向上し、事業の継続意欲が与えられ、競争が推進されることになります。あるいは、通信事業者が通話料金の値下げを行うことが可能になります。いずれの場合も、日本の消費者には恩恵が与えられますが、電気通信審議会はこの点について深い考慮を払っていただきたいと存じます。
従って、直ちにLRIC準拠の相互接続料金体系に移行すべきであるとの説得力のある議論が成り立つわけです。しかし、そのような移行が何故望ましくないかについて、反論も提示されることと思います。これについては、想定される主な論拠を4つ挙げてみます。
· 現行料金は日本の大規模ネットワーク事業者の現実コストを反映していない。
· NTTのユニバーサル・サービスの供給能力および財務力に悪影響が出る。
· 失業の増大につながる。
· 小売価格の上昇につながる。
これらについては、個別に検討し、否定すべき理由を示します。その後、現状では相互接続サービスについてプライス・キャップへの移行が望ましくなく、非現実的である理由を簡潔に述べます。
4.1 接続: 「現行モデルは現実とかけ離れている」
郵政省は、作業委員会の 報告書を電気通信審議会に送付し、仮想および実際のコストを比較する必要性について強く警告したものと思われます。郵政省は、モデルが日本国内でのネットワーク運用の実際コストを反映しないことに懸念を抱いているように思われます。BTはこれを意外なことだと受け止めております。作業委員会と関係コンサルタントの努力によって、モデルはこれまで構築されたものとしては、最も複雑で洗練されたボトムアップLRICモデルになっています。
ネットワーク設計については、地震地帯に特別なネットワーク的弾力性を付加統合するなど、日本固有の特性が全面的にモデルで反映されています。ケーブル・アンド・ワイヤレス社およびIDC社は、伝送経路について前提条件とされている垂直的配置では、伝送距離が過大に評価される傾向があると指摘しました。一方NTT側は、他の地形的制約によって、伝送距離は過小評価されていると反論しています。BTの見解としましては、この双方の主張は共に正当に評価すべきであると考えます。ただし、非常に精密なモデル化方式においては、大きな歪みは発生しないものであり、NTTはモデル化プロセスでは存在しなかった要素は全て明確にすべきです。従って、BTの見解では、肯定的および否定的な側面双方で、どのような偏りも小さくなると予測されます。

さらに付け加えれば、投資データの相当部分が実際にはNTTによって提供されています。このような投資額は、ネットワーク運用についてのNTTの実績に基づいていると考えられます。既に注意を喚起させていただきましたが、LRICは効率的な電話会社のコストを代表すべきものであり、さらに、世界標準によればNTTは、効率的な企業ではないと示唆する証拠も存在するので、この点が懸念されるのは当然であります。
従って、モデルは日本国内のネットワーク運用コストを反映していないとする議論は、根拠が薄弱です。実際に、第3節で論じたように、現行のモデルでは効率的な国内ネットワーク事業者のコストが、あまりに高く策定されていると考えるべき明確な根拠が存在します。
最終報告書の第5章の第7部において、作業委員会はNTTのトップダウンLRICモデルについて言及しています。BTは作業委員会がトップダウン・モデルを考慮しないと決定したことを歓迎します。ただしBTは、委員会がボトムアップ・モデルの現実性に関して理由もなく懸念を抱き、NTTのモデルが料金検討の流れで再考されるようになることを心配するものです。
BTは先に提出した書面において、NTTのモデルをLRIC準拠の相互接続料の設定に適用するのは早計にすぎるという理由を明らかにしました。英国の相互接続料がBTのトップダウン・モデルの成果に基づいているというのは確かですが、これは次のような段階を経た結果、実現したものです。
· 業界の他の関係者に、方法論について広範囲な議論と開示を行った。これは、日本ではまだ行われていません。モデルやその前提条件については、ほとんど知られていません。
· 共通の前提条件が採用されることを保証するために、ボトムアップ・モデルについての和解のための取り組みが公に行われた。これは、日本ではまだ行われていません。
· 和解作業の成果を反映させるために、トップダウン・モデルに対して(ハイブリッドな)調整を実施し、トップダウン・モデルの結果を低減させた。これは日本ではまだ行われていません。
· 規制官庁に責任をもつコンサルタントや監査人が、基礎となる経済原則、方法論、および手順を監査し、その結果を公表した。好意的に見ても、日本では上記の試みの幾つかが行われているにすぎません。NTTの主張を次に挙げます。
· 「SPRはモデルの見直しを行った。しかし、その 報告は未だ公にされていません。」BTはSPRがトップダウン・モデルの見直しについて、実際に何らかの作業を行ったかどうかは知りません。少なくとも、SPRはBTトップダウン・モデルの見直しは行っていません。
· 「クーパーズとリブランドは手順の遵守をチェックした。」しかし、彼らは適用した手順の妥当性を確証したようには思えないことを、BTは指摘します。
· 英国のモデルは過去数年のデータと整合性のある成果を基にして実行された。これについても同じことですが、日本ではまだ行われていません。
BTは、上記の各段階の作業が全て実施されない限り、電気通信審議会がNTTモデルの成果を正当なものとして使用するのを理解できません。さらに、電気通信審議会には、BTが実際の調査によってNTTのトップダウン・モデルがLRICモデルでないと判断した、先の提出書に注目して頂きたいと思います。
電気通信審議会がNTTの実際コストを使用してLRIC準拠の相互接続料を策定するのであれば、恐らくはボトムアップ・モデルよりもトップダウン・モデルを評価した上で、審議会がNTTは効率的な企業であると判断したことになります。NTT以外の業界関係者は、この点について様々な議論を行っています。BTは、先の提出書面において、NTTは相対的に非効率な企業であると論じてきました。他の通信事業者から提出された意見書では、多くの面での潜在的な非効率性が浮き彫りになっています。例えば、非効率な交換技術の使用、多数の交換ソフトウェア作成要員などです。LRICの実用化に対する労働組合の懸念に焦点を当てた最近の記事(1999年9月22日、日刊工業新聞)では、人事管理レベルからみた非効率性が示唆されています。つまり、NTTが効率的な電話会社ではないことを示す有力な例が存在するわけです。
このような批判に対する回答としては、NTTは従来から効率的な業務管理を行っており、その証拠は相互接続料の値下げが行われた状況に現れているというものがあります。NTTは、中継局通話料金について4年間で40%、群局通話料金については70%の値下げを行ったことを引用しています。このような対照を行うことは、明らかに妥当ではないと考えます。その理由は次のようになります。
· 上記の比較値は同じ基盤の上で行われているものではありません。70%の低減は、GC接続料金とZC接続料金を比較することによって算出された数値です。これには正当性がありません。最近、郵政省から発表されたGC接続料金によると、ここ2年間で8%以下の低減にとどまっています。わずか1年間に4%です。
· 料金低減のある部分は、間違いなく関連情報の精度が向上したこと、および(あるいは)コスト割当手順の改良によるものであり、効率の向上が原因ではありません。例えばヨーロッパでは、1998年の6ヶ月間で40%から50%の相互接続料の引き下げを実現した電話会社の例が実際にあります。これは、コスト算定用の情報内容が向上したためであり、効率改良によるものではありませんでした。しかも、その相互接続料は他国と比較して、まだ割高なものでした。
· ここでは、現在のNTTの効率性については何も示されていません。むしろ、過去にNTTがどれほど非効率であったかが明らかになっているのです。現実には日本の相互接続料は、英国と比べて2.5倍から3倍高くなっています。
この小節の結論として、電気通信審議会に対して次のような要請を行いたいと思います。
· ボトムアップ・モデルが非現実的なコスト見積もりをもたらすとする主張は採用しないこと。BTは、このモデルでは効率的な国内ネットワーク事業者のコストが強調されすぎているのだと判断しています。
· LRIC準拠の相互接続料の策定に、NTTのモデルやコストは使用しないこと。このモデルは実績がなく、試行されたこともなく、しかも非効率な電話会社のコストを反映するものです。
· NTTは効率的であるとする同社の主張を取り上げないこと。
4.2 論点: 「ユニバーサル・サービスの実施に悪影響が出る」
NTTは相互接続料の値下げによって収益性が低下し、ユニバーサル・サービスの提供に悪影響が出ると論じているようです。そのような主張は成立しません。その主な理由は2つあります。
· ユニバーサル・サービスのコストはそれほど大きくない
ユニバーサル・サービス提供の正味コストは、サービスがない場合に失われる収益から、そのサービスを提供しない場合に回避できるコストを差し引いたものです。この計算を構成するコストは前向きなものであり、効率的な電話会社のサービスを反映するものでなければなりません。現行のサービス提供企業が、ユニバーサル・サービスのプロバイダであることによって得ている利益を考慮するのも合理的です。公的な調査によれば、USOコストは現行事業者が主張しているものより、はるかに小さく、利益は正味コストをはるかに上回るものです。
· 失われる収益は非常に小さい
1999年9月20日のブルームバーグ・ニュースでは郵政省の発言を次のように引用しています。
「NTTの競合企業であるDDI、日本テレコムおよびKDDは、1999年3月までに合わせて1880億円をNTTに支払った。この数値は、電話サービス収益の総額4879億円の38.7%に相当する。」 

この4879億円は、NTTのホームページに公表された「指定設備管理業務」の損益要約報告書の「他の事業者からのアクセス料金収入」である5195億円に概ね相当します。
相互接続サービス料金がケースBの算定結果によって示されるレベルまで値下げされると、この収益は約50%低下すると思われます。つまり、NTTの収益は2500億円程度少なくなります。この文脈で述べれば、NTTの97年から98年のグループ総収益は9兆4500億円であり、これは恐らく98年から99年より大きいと考えられます。従って、NTTの総グループ収益は丁度2%低下し、電話収益は4%低下するだけです。
この2500億円は失われた収益であるとみなされる可能性があります。97年から98年のNTTの営業利益は8720億円です。98年から99年の「指定設備管理業務」の営業利益は4665億円です。このいずれにおいても2500億円を失うことは収益の低下につながりますが、営業を赤字にすることはありません。
相互接続サービス料金をケースCで与えられるレベルに引き下げても、ユニバーサル・サービスを財務的に支えることに影響が出るとは思われず、従って、BTはこのような可能性は割り引いて考えるべきだと思います。
最後に、NTTはやむを得ずユニバーサル・サービスの提供を停止しなければならない可能性があるように言われていますが、実際にはNTTは現在次々に他の分野にサービスを拡張しています。NTTは国際通話市場に参入し、海外に投資しています。このいずれの分野でも比較にならない程の巨額の資本が必要とされます。こうした大きな投資が行われているにもかかわらず、日本国内のサービス維持のための費用が捻出できないとの主張は一貫性を欠くものです。
4.3 論点: 「NTT社内で仕事が減少する」
労働組合は、LRIC基準の相互接続料の導入によってNTT地域会社で仕事が失われるのではないかとの懸念を表わしました。1999年9月22日の日刊工業新聞では、NTT労働組合の津田淳二郎氏の次のような発言を引用しています。
「このモデルが採用されると、相互接続料金から得られる収益に大きな影響が出ます。10,000人から20,000人の仕事が奪われる可能性もあります。」
第4.2節の議論に照らせば、このような憂慮は誇張されたもののように思われます。1998年3月末で、NTTの従業員数は226,000人です。収益が2.5%低下しても、5%から10%も仕事がなくなるとは考えられません。
NTTが効率の向上を図るなら、短期的には労働力を削減する必要があるかも知れません。これは、NTTが判断すべき経営上の問題です。しかし、このことは他の事業者がNTTの非効率を経済的に埋め合わせる必要があることを意味しません。
日本の雇用情勢への影響は重要な問題です。BTの見解は、雇用を考慮する際は、電気通信審議会は広い視野をもつべきであるということです。相互接続料の値下げは、競争を刺激するものです。日本の電話業界はもはやNTTだけのものではありません。他にも多くのプレイヤが存在し、その多くは日本の大企業です。従って、電気通信審議会には、NTTにおける短期的な影響にこだわらず、業界全体の長期的な展望を考慮すべき義務が存在します。また、通信業界全体の長期的な雇用情勢と日本経済への影響を考慮する義務が存在します。
相互接続料の値下げは、日本国内の競争を高めるための必須条件です。競争が高まれば、通信業界だけでなく、経済全体で長期的な雇用機会を高めることになります。BTワールドワイドのCEO、アルフレッド・モケットは最近上海で行われた1999フォーチュン・グローバル・フォーラムで次のように発言しています。
「BTが活動しているいずれの国においても、その国で通信市場が開放されると、雇用機会の増大、市場の成長、料金の低減、サービスの改善、技術革新および生産性の向上が見られます。」
この発言を裏付ける事実を次に示します。
1996年フランスのコンサルタント企業、BIP Conseilは「EUの多様な自由化シナリオに基づいて、雇用情勢の変化についての数的および質的な予測と分析を行うために」ECで調査を行いました。その結論を次のように述べています。
「通信自由化の全般的な影響によって、サービスと料金値下げが加速的に普及し、経済全体に好ましい間接的な影響が現れる。
電気通信業界については、新規の電話会社やサービス提供者による新規雇用は、部分的には自由化のペースに依存する。自由化や技術普及のペースが遅くなると、新たなサービス部門の雇用創出のペースも遅れることになる。自由化が迅速に行われれば、2005年までに電気通信業界だけで93,000人の新規雇用が期待できる。」
この調査の結論は、自由化は通信業界の雇用を増大させ、自由化の速度が速いほど、多くの雇用機会が提供されるということです。
· 英国の労働統計によれば、英国の通信業界の現行雇用人口のレベルは、1990年当時とほとんど変わりがありません。しかし、BTの従業員数は、1990年3月31日の245,700人から1997年3月31日の127,500人に減少しました。この人員削減の大部分は、ネットワークの近代化と新技術の導入によって発生しました。電話取り扱いサービスにおいては、新システムと新料金体制によって、約20,000人が削減されました。この結果、ネットワーク近代化の効果も換算すると、英国の通信業界の従業員数は増加していると言えるのです。電気通信審議会には、ネットワークの近代化は既に日本で始まっていることを念頭においていただきたいと思います。
· 規制緩和に関する米国の調査においても、競争導入によって長期的には失われた雇用よりも多くの雇用が生じることが示されているはずです。
上記の考察から電気通信審議会は、次のような明確な結論に到達されると考えます。
· 電気通信業界で競争を促進すれば、日本における雇用機会は増大するものと思われる。
· ケースBで算出されたようなLRIC準拠の相互接続料の低減は、競争促進の第一歩である。
· NTTという1つの企業における短期的な雇用削減にこだわることは、業界全体の利益に対する責任放棄を意味する。
電気通信審議会がケースBで算出されたような相互接続料の低減を決定しない場合は、そこにNTTを保護しようとする意図が明確に現れます。しかし、既に述べたように、業界はNTTよりも大きな存在です。LRIC準拠の相互接続料の導入を遅らせることは、他の企業における雇用の喪失につながる可能性があります。このような観点と上記の議論に照らし合わせて、審議会は次のような問いかけを行うべきではないでしょうか。
· 他の通信事業者と日本の消費者が、NTTのために経済的負担を負うべき理由が存在するのかどうか
· NTTの雇用が、他企業における雇用より重要であるべき理由が存在するのかどうか
4.4 論点: 「月額加入者料金の値上げが必要となる」
作業委員会が最終 報告書を公開した後に、ケーズBの算定結果に基づいて相互接続料が設定されると、月額加入者料金は300円ほど値上げされるだろうとの報道記事が出されました(1999年の9月20日の日刊工業新聞、1999年9月21日のアジア・パルス参照)。第2節で述べましたように、BTは相互接続料はケースBの結果に基づいて設定されるべきであり、RTコストは市内回線経費として割り当てられるべきであると主張します。
BTでは月額加入者料金を値上げしなければならない根拠が理解できません。加入者料金値上げの決定は、NTT社の経営的な条件に基づいて行われるべきです。NTTには次のような選択肢が存在します。
· コスト削減: NTTは効率向上と、市内回線および通話関連サービスの単価を削減するために、コスト削減プログラムを開始することができます。既に検討したように、NTTが非効率な企業であることを裏付ける事実が積み重ねられており、実質的なコスト削減の可能性があるとBTは考えます。
· 小売通話料金の値上げ: NTTが顧客から特別な利益回収を行う必要があると考えるなら、PSTNとISDN通話料金の値上げというオプションが存在します。NTTが実際にこのような方策を取る可能性も十分にあります。NTTの「指定設備管理業務」は1998年から1999年にわたって損失を示しています。このことは、小売料金がコストを下回っていることを意味し、従って、NTTはこうした小売業務に対して他部門からの補てんを行っていることがわかります。
電気通信審議会には、諸外国と比較して日本の加入者回線レンタル料金と接続料金が非常に高いことに注意して頂きたいと思います。次表はNTTの指数を100として、各国の相対料金指数を示したものです。
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ここから、各国と比較して日本の導入料金が最も高いことが分かります。英国の料金の4倍を超えるような額であり、さらに他国に対してはそれ以上の差が示されています。家庭用月額レンタル料金が日本より高い国もありますが、そのような国でも法人用レンタル料金ははるかに小さく、導入料金は少なくとも1/6は少なくなっています。
従って、NTTは月額料金が他国と比べて十分に高いことを承知の上で、月額料金の値上げを行って消費者の強い反対を受けるか、通話料金値上げというオプションでバランスを取らなければなりません。
NTTは市内回線業務の全コストを、加入者料金および導入料金によって回収することを法的に強いられるとは思えません。諸外国の経験から見ても、そのような回収を強いる商業上の理由も存在しません。例えば、ある程度「アクセス欠損」の補填が容易に認められる英国でも、BTは、料金の再見直しを早期に行うように監督されていました。このような制約が解除された後は、BTは完全な再見直し制に基づいて料金を決定するのではなく、代わりにBTは通話料金の値下げを制限しました。もちろん一方では、プライス・キャップ制は遵守し、かつ無差別的で不正な料金を調査する検査にも合格をしてきています。イギリス以外のヨーロッパの多くの国で現行の巨大事業者は、アクセス欠損を抱えて営業しています。当然のことながら「アクセス欠損拠出」に基づく課金は、西暦2000年以降は許されないことをどの通信事業者も了解しているのです。
上記の議論からBTは、月額加入者料金が値上げされなければならない理由は存在しないと結論します。NTTはコストの回収を行うべきか否か、また、どのようにして行うべきかを決定すべきです。同社には幾つかの経営的オプションが与えられているのです。
4.5 相互接続サービスのプライス・キャップ制は現在、非現実的であること
BTは、料金体系はケースBの算定結果レベルでLRIC準拠した制度に直ちに移行すべきであると考えます (実際には第3節で論じたように、料金はケースBの算定結果より低く設定されるべきです)。しかしながら、電気通信審議会はこのような変更は段階的に実施するべきであるとの要請を受ける可能性もあります。第4節で述べましたように、BTはそれが間違った方法であり、如何なる国でもそのような方法は採用していないことを指摘してきました。ただし、相互接続サービスにおけるプライス・キャップ制に移行するのを妨げる他の現実的な理由も存在します。
プライス・キャップ制は一般的に、合理的な開始料金と終了料金が公になっている場合にのみ設定されます。今回、信頼できるような開始時の算定数値は不明であり、従って、合理的に終了数値を見積もることも非常に困難です。第2節と3節で述べましたように、現行モデルの中に改善点がいまだ数多く存在するため、開始算定数値をどこにするか確定できないのです。モデルは現在、余りに高い単価を算出していますが、偏りがどの程度かは不明です。現行モデルからの算定結果の安定性も不明です。現行の入力データに基づけば、1年間の結果だけが利用できます。より最新のトラフィック容量を、改良された入力データと共に使用すると、来年にはどの程度単価が削減されるか理解されているかどうかも問題です。

合理的な終了算定数値の設定には、容量、単価削減、効率向上および技術的進歩について予測することが必要になります。この多くは開始算定数値が確定しなければ不可能です。NTTの非効率性や、それが現行コストのある部分を膨らませている度合いについて詳細で透明性のある検討を行わなければ、終了算定数値を設定することは不可能です。
上記の議論は、今プライス・キャップ制を実施することについて、潜在的な問題を浮き彫りにしています。むしろ、BTは西暦2000年の相互接続料はケースBの算定結果に基づいて「暫定的に」設定されるべきであると考えます(または、第2節で示された提案を取り入れたケースBの改良版に基づいて)。そして、来年にはモデルでより最新の容量、コスト情報およびより適切な前提条件、例えば耐用年数、をインプットして再試行し、西暦2000年についての最終料金を策定すべきです。その後、モデルは毎年試行を行うべきです。プライス・キャップへの移行は、モデルが整合的な結果を算出すると証明できたときに、初めて実行されるべきだと考えます。
5. 結論
電気通信審議会は 作業委員会の最終報告書に基づいて相互接続料金の設定方法を検討すべきです。この問題への対応として主要な要請事項を次に挙げますが、この全てについて詳細な議論と事実の裏付けが存在します。

· 西暦2000年の相互接続料は、ケースAではなくケースBの算定結果に基づいて策定されるべきです。ケースBの適用を回避することは、日本が事実上世界で孤立した料金方式を使用することを意味します。英国や米国と異なるだけでなく、アジア太平洋地域の各国とも異なる方式を使用することになります。
· ケースBが与える単価はまだ高過ぎるため、相互接続料は他にはないより高い上限の設定になっている。
　　　　特に、 

· 資産耐用年数には長過ぎるものがある
· トラフィック容量の見積もりは低過ぎる
· 適合しない伝送技術が使用されている伝送経路も存在する
· 入力データは、効率的なネットワーク事業者の活動を反映していない
· 相互接続料は直ちにLRIC準拠した制度に移行すべきです。移行が遅れるようなことがあれば、日本における真の競争市場の導入が遅滞し、深刻な長期的影響が発生します。 

· 電気通信審議会は、相互接続料はケースBの算定結果のレベルで策定されるべきではないとする見解、あるいは、変更は段階的に行うべきであるとする見解の提示を受けているように思われます。しかし、このような意向は否認されるべきです。特に、BTは次のような主張に強く反論いたします。
· 「現行モデルは現実を反映していない」― これは真実ではありません。実際は、そのコストは効率的な電話会社のものであって、NTTのコストではありません。
· 「ユニバーサル・サービスに悪影響を与える」― これはほとんどあり得ません。ユニバーサル・サービスの真のコストは、恐らくそれほど大きくなく、失われる利益も非常に小さなものです。NTTは相当の投資が必要な他分野にも進出しようとしています。この前向きな姿勢は、日本でUSOを維持するためにこの費用が捻出できないという判断とは矛盾します。
· 「NTT社内の雇用喪失を意味する」― NTTが効率改善に努めるならば、NTT社内で雇用削減が幾らか必要になることもあると思われます。電気通信審議会は視野を広げ、業界全体で雇用問題を考慮すべきです。調査によれば、規制緩和と競争の促進によって、新たな競争者が成長するにつれて雇用機会が増大します。LRIC準拠の相互接続料の導入を遅らせることは、他の企業における雇用の喪失につながる可能性があります。NTTの雇用が、他企業における雇用より重要な理由が存在するのでしょうか。業界と日本の消費者がNTTのために経済的負担を負うべき理由が存在するのでしょうか。
· 「月額加入者回線料金が値上げされる」― このような値上げの理由は存在しません。NTTには他の戦略が存在するはずです。
· 電気通信審議会は、相互接続サービスにプライス・キャップを導入しようとする計画を採択すべきではありません。これは、LRIC基準の相互接続料の導入を遅らせるだけでなく、そのような制度を現在実施すれば、まさに現実的な問題が発生します。
BTは、電気通信審議会が、日本の消費者に恩恵を与えるような、持続可能で、競争が許された日本の電気通信業界の実現を保証するような決定を下すことを望むものです。ケースBの算定結果のレベルにまで、相互接続料金を直ちに低減することは、この目標を達成する第一歩となるものです。他の結論に達するようなことがあれば、それはただNTTを保護するためであるとみなされます。それは、業界の犠牲を招き、日本の消費者に損害を与えるものとなります。
BTは、電気通信審議会が日本の電話通信業界の長期的な利益のために行動し、ケースBの算定結果を直ちに採用するように要請致します。 
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				法人用 ホウジンギョウムヨウ		家庭用 カテイジュウタクヨウ				法人用 ホウジン		家庭用 カテイ

				導入料金		導入料金				月額レンタル料金		月額レンタル料金

		オーストリア		11		11				48		76

		ベルギー		9		9				67		96

		デンマーク		16		16				64		94

		フィンランド		21		21				48		89

		フランス		6		6				57		78

		ドイツ		7		7				54		86

		ギリシア		7		7				35		55

		アイルランド		16		16				65		103

		イアタリア		16		16				68		68

		ルクセンブルグ		10		10				59		94

		オランダ		6		6				66		105

		ノルウエー		12		12				69		110

		ポルトガル		11		11				52		83

		スペイン		20		20				43		68

		スエーデンTELIA AB		14		14				66		76

		英国 (BT)		24		20				98		96

		オーストラリア(TELSTRA)		17		17				62		57

		香港		9		9				65		65

		日本 (NTT)		100		100				100		100





FMH Analysis

						Bus		Res				Bus		Res				Exchange Rate						Bus		Res				Bus		Res				Bus		Res				Bus		Res				Bus		Res				Bus		Res

						Installation Charge		Installation Charge				Monthly Rental		Monthly Rental				FT 6/10/99		To Euros				Installation Charge		Installation Charge				Monthly Rental		Monthly Rental				導入料金 ドウニュウｒｋ		導入料金				月額レンタル料金		月額レンタル料金				導入料金		導入料金				月額レンタル料金		月額レンタル料金

		オーストリア				999.99		999.99				133.33		133.33				21.2939		13.760				72.67		72.67				9.69		9.69				11%		11%				48%		76%				8,309		8,309				1,108		1,108				11%

		ベルギー				2,200.00		2,200.00				540.00		490.00				62.4256		40.340				54.54		54.54				13.39		12.15				9%		9%				67%		96%				6,235		6,235				1,531		1,389				9%

		デンマーク				760.00		760.00				96.26		88.53				11.5007		7.432				102.26		102.26				12.95		11.91				16%		16%				64%		94%				11,692		11,692				1,481		1,362				16%

		フィンランド				800.00		800.00				57.37		67.21				9.201		5.946				134.55		134.55				9.65		11.30				21%		21%				48%		89%				15,384		15,384				1,103		1,292				21%

		フランス				252.95		252.95				75.00		64.68				10.1509		6.560				38.56		38.56				11.43		9.86				6%		6%				57%		78%				4,409		4,409				1,307		1,127				6%

		ドイツ				86.96		86.96				21.40		21.40				3.0267		1.956				44.46		44.46				10.94		10.94				7%		7%				54%		86%				5,083		5,083				1,251		1,251				7%

		ギリシア				15,000.00		15,000.00				2,300.00		2,300.00				508.481		328.582				45.65		45.65				7.00		7.00				7%		7%				35%		55%				5,219		5,219				800		800				7%

		アイルランド				81.81		81.81				10.24		10.24				1.2188		0.788				103.87		103.87				13.00		13.00				16%		16%				65%		103%				11,876		11,876				1,487		1,487				16%

		イアタリア				200,000.00		200,000.00				26,400.00		16,800.00				2996.36		1936.258				103.29		103.29				13.63		8.68				16%		16%				68%		68%				11,810		11,810				1,559		992				16%

		ルクセンブルグ				2,500.00		2,500.00				480.00		480.00				62.4256		40.340				61.97		61.97				11.90		11.90				10%		10%				59%		94%				7,086		7,086				1,360		1,360				10%

		オランダ				85.12		85.12				29.45		29.45				3.4102		2.204				38.63		38.63				13.36		13.36				6%		6%				66%		105%				4,416		4,416				1,528		1,528				6%

		ノルウエー				609.76		609.76				115.04		115.04				12.7385		8.232				74.07		74.07				13.98		13.98				12%		12%				69%		110%				8,469		8,469				1,598		1,598				12%

		ポルトガル				14,400.00		14,400.00				2,100.00		2,100.00				310.244		200.481				71.83		71.83				10.47		10.47				11%		11%				52%		83%				8,212		8,212				1,198		1,198				11%

		スペイン				21,250.00		21,250.00				1,442.00		1,442.00				257.481		166.385				127.72		127.72				8.67		8.67				20%		20%				43%		68%				14,602		14,602				991		991				20%

		スエーデンTELIA AB				780.00		780.00				116.00		84.00				13.4269		8.677				89.90		89.90				13.37		9.68				14%		14%				66%		76%				10,278		10,278				1,529		1,107				14%

		英国 (BT) エイコク				99.00		84.25				12.73		7.88				1		0.646				153.20		130.38				19.70		12.19				24%		20%				98%		96%				17,516		14,907				2,252		1,394				24%

		オーストラリア(TELSTRA)				173.00		173.00				20.00		11.65				2.4926		1.611				107.40		107.40				12.42		7.23				17%		17%				62%		57%				12,280		12,280				1,420		827				17%

		香港 ホンコン				475.00		475.00				108.80		68.90				12.8405		8.298				57.25		57.25				13.11		8.30				9%		9%				65%		65%				6,545		6,545				1,499		949				9%

		ニュージーランド				55.00		55.00				58.42		31.70				3.1599		2.042				26.94		26.94				28.61		15.52				4%		4%				142%		122%				3,080		3,080				3,271		1,775				4%

		日本 (NTT) ニホン				72,800.00		72,800.00				2,300.00		1,450.00				176.932		114.334				636.73		636.73				20.12		12.68				100%		100%				100%		100%				72,800		72,800				2,300		1,450				100%

																		1.5475



&LFile: &F Sheet: &A&CPrinted: &D &T&RPage &P of &N



Connections & Rentals

		Exchange Rates as at 6/8/1999

						BELGIUM		DENMARK		GERMANY		GREECE		SPAIN		FRANCE		IRELAND		ITALY		S.AFR		phil.		LUX		NETH		POR		UK		AUST		SWEDEN		FINLAND		NORWAY		SWITZ		USA		CANADA		OZ		H.KONG		BAHRAIN		JAPAN		NZ		TURKEY		ICE		MEX

						60.49		11.16		2.93		489.92		249.51		9.84		1.18		2903.55		9.99		63.13		60.49		3.30		300.64		1.00		20.63		13.17		8.92		12.46		2.40		1.62		2.43		2.47		12.55		0.61		185.13		3.05		697223.60		117.21		15.36

				1.		TAX ECXLUSIVE EXCHANGE LINE CONNECTION AND RENTAL CHARGES

										(All charges shown in local currency)

																						Implemen-		Source/		Billing

				Country		Connection Charges				Rental  per month				Rental per month				Rental per month				tation		Press		Cycle		Notes

						Bus		Res		Bus		Res		Bus (Min)		Res(Min)		Bus (Max		Res (Max)		Date		Release

				BELGIUM		2200.00		2200.00		540.00		490.00										1.8.96		Eurodata		Bi-monthly		1

				DENMARK		760.00		760.00						73.06		88.53		96.26		88.53		1.4.98		Tarifica		Quarterly		2

				GERMANY		100.87		100.87		24.82		24.82										1.1.99		Eurodata		Monthly		3

				GREECE		15000		15000		2300		2300										1.3.99		Tarifica		Bi-monthly		4

				SPAIN		21250		21250		1442		1442										1.8.98		PR		Bi-monthly		5

				FRANCE		252.95		252.95		75.00		64.68										1.3.99		Tarifica		Bi-monthly		6

				ITALY		200000		200000		26400		16800										1.03.99		PR		Bi-monthly		7

				LUXEMBOURG		2500.00		2500.00		480.00		480.00										1.10.97		Tarifica		Monthly		8

				NETHERLANDS																								9

				BelBasis		196.00		196.00		29.45		29.45										10.8.98		PR		Bi-monthly		9

				BelPlus		196.00		196.00		34.55		34.55										10.8.98		PR		Bi-monthly		9

				Belbudget		196.00		196.00		16.98		16.98										10.8.98		PR		Bi-monthly		9

				PORTUGAL		14400		14400		2100		2100										1.2.99		Eurodata		Monthly		10

				UK (BT)		99.00		84.25		12.73		7.88										1.8.98		PR		Quarterly		11

				IRELAND		81.81		81.81		10.24		10.24										1.7.99		PR		Bi-monthly		12

				AUSTRIA		999.99		999.99		133.33		133.33										1.9.90		Tarifica		Bi-monthly		13

				SWEDEN TELIA AB		780.00		780.00		116.00		84.00										7.11.97		Tarifica		Quarterly		14

				FINLAND (1)										33.60		33.60		41.80		41.80		1.3.98		Tarifica		Bi-monthly		15

				FINLAND (2)		800.00		800.00						57.37		67.21		57.37		67.21		1.3.98		Tarifica		Bi-monthly		15

				NORWAY																								16

				Basis		609.76		609.76		95.93		95.93										1.1.98		Tarifica		Quarterly		16

				Pluss		609.76		609.76		115.04		115.04										1.1.98		Tarifica		Quarterly		16

				SWITZERLAND						23.50		23.50										1.1.95		Tarifica		Bi-monthly		17

				CANADA :

				AGT		60.00		44.00														1.7.96		Tarifica		Monthly		18

				BC Tel		152.00		132.00														1.12.97		Tarifica		Monthly		18

				Bell Canada		140.00		69.00														1.7.96		Tarifica		Monthly		19

				Island Tel		75.00		70.00														1.7.96		Tarifica		Monthly		20

				MTS		82.35		67.75														1.7.96		Tarifica		Monthly		21

				MT&T		67.00		55.00														1.12.97		Tarifica		Monthly		22

				NB Tel		112.00		56.00														1.7.96		Tarifica		Monthly		23

				Newtel Comm		116.75		68.40														1.12.97		Tarifica		Monthly		24

				Sask Tel		92.00		62.00														1.7.96		Tarifica		Monthly		25

				Bell Canada (Toronto)						48.50		18.25										9.12.96		Tarifica		Monthly		26

				Bell Canada(Montreal)						48.50		18.25										9.12.96		Tarifica		Monthly		27

				Bell Canada (Ottawa)						38.75		14.15										9.12.96		Tarifica		Monthly		28

				Bell Canada(Quebec)						38.75		14.15										9.12.96		Tarifica		Monthly		29

				Bell Canada (London)						37.70		13.70										9.12.96		Tarifica		Monthly		30

				Bell Canada (Sherbrooke)						37.70		13.70										9.12.96		Tarifica		Monthly		31

				Bell Canada (Sarnia)						35.90		12.55										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lindsay)						31.20		11.95										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lachute)						51.80		22.50										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Montebello)						27.80		10.65										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Vancouver)						55.90		19.00										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Whonnock)						71.45		23.80										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Bowen Island)						71.45		23.80										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Victoria)						36.95		13.85										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Winfield)						36.95		13.85										9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Golden)						20.75		10.35										9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Calgary)						39.98		19.98										9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Red Deer)						35.48		19.07										9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Camrose)						35.48		19.07										9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Banff)						30.43		18.46										9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Jasper)						30.43		18.46										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Winnipeg)						35.00		15.30										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Brandon)						32.90		15.30										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Selkirk)						31.10		13.90										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Thompson)						31.10		13.90										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Neepawa)						31.10		13.90										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Halifax)						59.40		21.00										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Sydney)						53.40		20.55										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Yarmouth)						47.35		20.15										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Freeport)						43.05		19.80										9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (St. Anne's Bay)						39.25		19.35										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Regina)						33.55		15.35										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Saskatoon)						33.55		15.35										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moose Jaw)						27.85		14.10										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Swift Current)						27.85		14.10										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moosomin)						23.15		12.65										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel Comm (St.John's)						46.00		15.45										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Corner Brook)						36.80		13.95										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Bay Roberts)						36.80		13.30										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Happy Valley)						36.80		13.30										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Deer Lake)						31.40		12.55										9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Saint John)						34.70		15.25										9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Summerville)						34.70		15.25										9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Miramichi)						30.80		15.25										9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (St. Stephen)						30.80		15.25										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Charlottetown)						49.10		18.20										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Covenhead)						49.10		18.20										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Summerside)						42.80		17.50										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Borden)						42.80		17.50										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Georgetown)						32.10		15.85										9.12.96		Tarifica		Monthly

				Philipinnes (PLDT)		756.80		387.50

				AUSTRALIA TELSTRA		173.00		173.00		20.00		11.65										1.8.98		Eurodata		Monthly		32

				HONG KONG		475.00		475.00		108.80		68.90										1.8.97		PR		Monthly		33

				" New T&T								57.00												PR		Monthly		34

				JAPAN (NTT)		72800.00		72800.00						2300.00		1450.00		2600.00		1750.00		1.2.98		Eurodata		Monthly		35

				BAHRAIN		20.00		20.00		3.50		6.50										4.96		PR		Monthly		36

				SOUTH AFRICA		182.25		182.25		63.70		48.75										1.1.99		Tarifica		Monthly		37

				NEW ZEALAND		55.00		55.00		58.42		31.70										1.2.98		Eurodata		Monthly		38

				TURKEY		13043478.00		13043478.00		869565.20		869565.20										22.10.98		Tarifica		Monthly		39

				ICELAND		8550.20		8550.20		856.76		428.38										16.12.96		PR				40

				MEXICO		3500.00		977.00		176.00		128.00										1.1.98		Tarifica				41

				USA

				Wyoming, Dubois						25.57		20.42																42

				Woodbury, Conneticut						27.10		11.05																43

				Lufkin- Conroe, Texas		23.30		23.30		20.61		11.96																44

				Bell Canada (Average)						39.95		39.95										19.5.98		PR

				2.		TAX EXCLUSIVE EXCHANGE LINE CONNECTION AND RENTAL CHARGES

										(All charges shown in Pounds Sterling)

																						Implemen-		Source/		Billing

				Country		Connection Charges				Rental per month				Rental per month				Rental per month				tation		Press		Cycle		Notes

						Bus		Res		Bus		Res		Bus (Min)		Res(Min)		Bus (Max		Res (Max)		Date		Release

				BELGIUM		36.37		36.37		8.93		8.10		0.00		0.00		0.00		0.00		1.8.96		Eurodata		Bi-monthly		1

				DENMARK		68.11		68.11		0.00		0.00		6.55		7.93		8.63		7.93		1.4.98		Tarifica		Quarterly		2

				GERMANY		34.39		34.39		8.46		8.46		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.96		Tarifica		Monthly		3

				GREECE		30.62		30.62		4.69		4.69		0.00		0.00		0.00				1.1.98		PR		Bi-monthly		4

				SPAIN		85.17		85.17		5.78		5.78		0.00		0.00		0.00		0.00		31.7.94		PR		Bi-monthly		5

				FRANCE		25.72		25.72		7.62		6.58		0.00		0.00		0.00		0.00		7.97		Tarifica		Bi-monthly		6

				ITALY		68.88		68.88		9.09		5.79		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.97		PR		Bi-monthly		7

				LUXEMBOURG		41.33		41.33		7.93		7.93		0.00		0.00		0.00		0.00		1.8.96		Tarifica		Monthly		8

				NETHERLANDS		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				BelBasis		59.31		59.31		8.91		8.91		0.00		0.00		0.00		0.00		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				BelPlus		59.31		59.31		10.46		10.46		0.00		0.00		0.00		0.00		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				Belbudget		59.31		59.31		5.14		5.14		0.00		0.00		0.00		0.00		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				PORTUGAL		47.90		47.90		6.99		6.99		0.00		0.00		0.00		0.00		6.1.96		Tarifica		Monthly		10

				UK (BT)		99.00		84.25		12.73		7.88		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.97		PR		Quarterly		11

				IRELAND		69.27		69.27		8.67		8.67		0.00		0.00		0.00		0.00		1.6.97		PR		Quarterly		12

				AUSTRIA		48.46		48.46		6.46		6.46		0.00		0.00		0.00		0.00		1.9.90		Tarifica		Bi-monthly		13

				SWEDEN TELIA AB		59.21		59.21		8.81		6.38		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.97		PR		Quarterly		14

				FINLAND (1)		0.00		0.00		0.00		0.00		3.77		3.77		4.69		4.69		1.1.96		Tarifica		Bi-monthly		15

				FINLAND (2)		89.73		89.73		0.00		0.00		6.43		7.54		6.43		7.54		1.1.96		Tarifica		Bi-monthly		15

				NORWAY		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.96		PR		Quarterly		16

				Standard Users		48.92		48.92		7.70		7.70		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.96		PR		Quarterly		16

				High Volume Users		48.92		48.92		9.23		9.23		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.96		PR		Quarterly		16

				SWITZERLAND		0.00		0.00		9.79		9.79		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.95		Tarifica		Bi-monthly		17

				CANADA :

				AGT		24.72		18.13		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		18

				BC Tel		62.63		54.39		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		19

				Bell Canada		57.69		28.43		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		20

				Island Tel		30.90		28.84		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		21

				MTS		33.93		27.92		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		22

				MT&T		27.61		22.66		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		23

				NB Tel		46.15		23.07		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		24

				Newtel Comm		48.11		28.18		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		25

				Sask Tel		37.91		25.55		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.7.96		Tarifica		Monthly		26

				Bell Canada (Toronto)		0.00		0.00		19.98		7.52		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly		27

				Bell Canada(Montreal)		0.00		0.00		19.98		7.52		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly		28

				Bell Canada (Ottawa)		0.00		0.00		15.97		5.83		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly		29

				Bell Canada(Quebec)		0.00		0.00		15.97		5.83		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly		30

				Bell Canada (London)		0.00		0.00		15.53		5.65		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly		31

				Bell Canada (Sherbrooke)		0.00		0.00		15.53		5.65		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Sarnia)		0.00		0.00		14.79		5.17		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lindsay)		0.00		0.00		12.86		4.92		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lachute)		0.00		0.00		21.34		9.27		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Montebello)		0.00		0.00		11.45		4.39		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Vancouver)		0.00		0.00		23.03		7.83		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Whonnock)		0.00		0.00		29.44		9.81		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Bowen Island)		0.00		0.00		29.44		9.81		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Victoria)		0.00		0.00		15.23		5.71		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Winfield)		0.00		0.00		15.23		5.71		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Golden)		0.00		0.00		8.55		4.26		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Calgary)		0.00		0.00		16.47		8.23		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Red Deer)		0.00		0.00		14.62		7.86		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Camrose)		0.00		0.00		14.62		7.86		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Banff)		0.00		0.00		12.54		7.61		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Jasper)		0.00		0.00		12.54		7.61		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Winnipeg)		0.00		0.00		14.42		6.30		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Brandon)		0.00		0.00		13.56		6.30		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Selkirk)		0.00		0.00		12.81		5.73		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Thompson)		0.00		0.00		12.81		5.73		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Neepawa)		0.00		0.00		12.81		5.73		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Halifax)		0.00		0.00		24.48		8.65		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Sydney)		0.00		0.00		22.00		8.47		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Yarmouth)		0.00		0.00		19.51		8.30		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Freeport)		0.00		0.00		17.74		8.16		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (St. Anne's Bay)		0.00		0.00		16.17		7.97		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Regina)		0.00		0.00		13.82		6.32		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Saskatoon)		0.00		0.00		13.82		6.32		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moose Jaw)		0.00		0.00		11.48		5.81		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Swift Current)		0.00		0.00		11.48		5.81		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moosomin)		0.00		0.00		9.54		5.21		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel Comm (St.John's)		0.00		0.00		18.95		6.37		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Corner Brook)		0.00		0.00		15.16		5.75		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Bay Roberts)		0.00		0.00		15.16		5.48		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Happy Valley)		0.00		0.00		15.16		5.48		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Deer Lake)		0.00		0.00		12.94		5.17		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Saint John)		0.00		0.00		14.30		6.28		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Summerville)		0.00		0.00		14.30		6.28		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Miramichi)		0.00		0.00		12.69		6.28		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (St. Stephen)		0.00		0.00		12.69		6.28		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Charlottetown)		0.00		0.00		20.23		7.50		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Covenhead)		0.00		0.00		20.23		7.50		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Summerside)		0.00		0.00		17.64		7.21		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Borden)		0.00		0.00		17.64		7.21		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Georgetown)		0.00		0.00		13.23		6.53		0.00		0.00		0.00		0.00		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Philipinnes (PLDT)		11.99		6.14

				AUSTRALIA TELSTRA		69.95		69.95		8.09		4.71		0.00		0.00		0.00		0.00		8.96		PR		Monthly		32

				HONG KONG		37.85		37.85		8.67		5.49		0.00		0.00		0.00		0.00		1.8.97		PR		Monthly		33

				" New T&T		0.00		0.00		0.00		4.54		0.00		0.00		0.00		0.00				PR		Monthly		34

				JAPAN (NTT)		393.25		393.25		0.00		0.00		12.42		7.83		14.04		9.45		1.4.96		PR		Monthly		35

				BAHRAIN		32.81		32.81		5.74		10.66		0.00		0.00		0.00		0.00		4.96		PR		Monthly		36

				SOUTH AFRICA		18.24		18.24		6.38		4.88		0.00		0.00		0.00		0.00		1.1.97		PR		Monthly		37

				NEW ZEALAND		18.02		18.02		19.14		10.39										1.2.97		Tarifica		Monthly		38

				TURKEY		18.71		18.71		1.25		1.25										6.8.97		PR		Monthly		39

				ICELAND		72.95		72.95		7.31		3.65										16.12.96		PR				40

				MEXICO		227.79		63.59		11.45		8.33										1.1.97		PR				41

				USA

				Wyoming, Dubois		0.00		0.00		15.82		12.63																42

				Woodbury, Conneticut		0.00		0.00		16.76		6.83																43

				Lufkin- Conroe, Texas		14.41		14.41		12.75		7.40																44

																												44

				3.		TAX EXCLUSIVE EXCHANGE LINE CONNECTION AND RENTAL CHARGES

										(All charges shown as an Index Number BT=100)

																						Implemen-		Source/		Billing

				Country		Connection Charges				Rental per month				Rental per month				Rental per month				tation		Press		Cycle		Notes

						Bus		Res		Bus		Res		Bus (Min)		Res(Min)		Bus (Max		Res (Max)		Date		Release

				BELGIUM		36.7		43.2		70.1		102.8		0.0		0.0		0.0		0.0		1.8.96		Eurodata		Bi-monthly		1

				DENMARK		68.8		80.8		0.0		0.0		51.4		100.7		67.8		100.7		1.4.98		Tarifica		Quarterly		2

				GERMANY		34.7		40.8		66.5		107.4		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.96		Tarifica		Monthly		3

				GREECE		30.9		36.3		36.9		59.6		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.98		PR		Bi-monthly		4

				SPAIN		86.0		101.1		45.4		73.4		0.0		0.0		0.0		0.0		31.7.94		PR		Bi-monthly		5

				FRANCE		26.0		30.5		59.9		83.5		0.0		0.0		0.0		0.0		7.97		Tarifica		Bi-monthly		6

				ITALY		69.6		81.8		71.4		73.5		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.97		PR		Bi-monthly		7

				LUXEMBOURG		41.7		49.1		62.3		100.7		0.0		0.0		0.0		0.0		1.8.96		Tarifica		Monthly		8

				NETHERLANDS		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				BelBasis		59.9		70.4		70.0		113.1		0.0		0.0		0.0		0.0		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				BelPlus		59.9		70.4		82.1		132.7		0.0		0.0		0.0		0.0		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				Belbudget		59.9		70.4		40.4		65.2		0.0		0.0		0.0		0.0		1.6.97		Tarifica		Bi-monthly		9

				PORTUGAL		48.4		56.9		54.9		88.7		0.0		0.0		0.0		0.0		6.1.96		Tarifica		Monthly		10

				UK (BT)		100.0		100.0		100.0		100.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.97		PR		Quarterly		11

				IRELAND		70.0		82.2		68.1		110.1		0.0		0.0		0.0		0.0		1.6.97		PR		Quarterly		12

				AUSTRIA		49.0		57.5		50.8		82.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.9.90		Tarifica		Bi-monthly		13

				SWEDEN TELIA AB		59.8		70.3		69.2		81.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.97		PR		Quarterly		14

				FINLAND (1)		0.0		0.0		0.0		0.0		29.6		47.8		36.8		59.5		1.1.96		Tarifica		Bi-monthly		15

				FINLAND (2)		90.6		106.5		0.0		0.0		50.5		95.7		50.5		95.7		1.1.96		Tarifica		Bi-monthly		15

				NORWAY		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.96		PR		Quarterly		16

				Standard Users		49.4		58.1		60.5		97.7		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.96		PR		Quarterly		16

				High Volume Users		49.4		58.1		72.5		117.2		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.96		PR		Quarterly		16

				SWITZERLAND		0.0		0.0		76.9		124.3		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.95		Tarifica		Bi-monthly		17

				CANADA :		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

				AGT		25.0		21.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		18

				BC Tel		63.3		64.6		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		19

				Bell Canada		58.3		33.7		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		20

				Island Tel		31.2		34.2		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		21

				MTS		34.3		33.1		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		22

				MT&T		27.9		26.9		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		23

				NB Tel		46.6		27.4		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		24

				Newtel Comm		48.6		33.5		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		25

				Sask Tel		38.3		30.3		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.7.96		Tarifica		Monthly		26

				Bell Canada (Toronto)		0.0		0.0		157.0		95.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly		27

				Bell Canada(Montreal)		0.0		0.0		157.0		95.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly		28

				Bell Canada (Ottawa)		0.0		0.0		125.4		74.0		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly		29

				Bell Canada(Quebec)		0.0		0.0		125.4		74.0		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly		30

				Bell Canada (London)		0.0		0.0		122.0		71.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly		31

				Bell Canada (Sherbrooke)		0.0		0.0		122.0		71.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Sarnia)		0.0		0.0		116.2		65.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lindsay)		0.0		0.0		101.0		62.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Lachute)		0.0		0.0		167.7		117.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Bell Canada (Montebello)		0.0		0.0		90.0		55.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Vancouver)		0.0		0.0		180.9		99.4		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Whonnock)		0.0		0.0		231.3		124.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Bowen Island)		0.0		0.0		231.3		124.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Victoria)		0.0		0.0		119.6		72.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Winfield)		0.0		0.0		119.6		72.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				BC Tel  (Golden)		0.0		0.0		67.2		54.1		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Calgary)		0.0		0.0		129.4		104.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Red Deer)		0.0		0.0		114.8		99.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Camrose)		0.0		0.0		114.8		99.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Banff)		0.0		0.0		98.5		96.6		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				AGT (Jasper)		0.0		0.0		98.5		96.6		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Winnipeg)		0.0		0.0		113.3		80.0		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Brandon)		0.0		0.0		106.5		80.0		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Selkirk)		0.0		0.0		100.7		72.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Thompson)		0.0		0.0		100.7		72.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MTS (Neepawa)		0.0		0.0		100.7		72.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Halifax)		0.0		0.0		192.3		109.9		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Sydney)		0.0		0.0		172.8		107.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Yarmouth)		0.0		0.0		153.3		105.4		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (Freeport)		0.0		0.0		139.3		103.6		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				MT&T (St. Anne's Bay)		0.0		0.0		127.0		101.2		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Regina)		0.0		0.0		108.6		80.3		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Saskatoon)		0.0		0.0		108.6		80.3		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moose Jaw)		0.0		0.0		90.1		73.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Swift Current)		0.0		0.0		90.1		73.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Sask Tel (Moosomin)		0.0		0.0		74.9		66.2		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel Comm (St.John's)		0.0		0.0		148.9		80.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Corner Brook)		0.0		0.0		119.1		73.0		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Bay Roberts)		0.0		0.0		119.1		69.6		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Happy Valley)		0.0		0.0		119.1		69.6		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Newtel C.(Deer Lake)		0.0		0.0		101.6		65.7		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Saint John)		0.0		0.0		112.3		79.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Summerville)		0.0		0.0		112.3		79.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (Miramichi)		0.0		0.0		99.7		79.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				NB Tel (St. Stephen)		0.0		0.0		99.7		79.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Charlottetown)		0.0		0.0		158.9		95.2		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Covenhead)		0.0		0.0		158.9		95.2		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Summerside)		0.0		0.0		138.5		91.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Borden)		0.0		0.0		138.5		91.5		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Island Tel (Georgetown)		0.0		0.0		103.9		82.9		0.0		0.0		0.0		0.0		9.12.96		Tarifica		Monthly

				Philipinnes (PLDT)		12.1		6.2

				AUSTRALIA TELSTRA		70.7		83.0		63.5		59.8		0.0		0.0		0.0		0.0		9.0		PR		Monthly		32

				HONG KONG		38.2		44.9		68.1		69.7		0.0		0.0		0.0		0.0		1.8.97		PR		Monthly		33

				" New T&T		0.0		0.0		0.0		57.7		0.0		0.0		0.0		0.0				PR		Monthly		34

				JAPAN (NTT)		397.2		466.8		0.0		0.0		97.6		99.4		110.3		120.0		1.4.96		PR		Monthly		35

				BAHRAIN		33.1		38.9		45.1		135.4		0.0		0.0		0.0		0.0		5.0		PR		Monthly		36

				SOUTH AFRICA		18.4		21.7		50.1		62.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.97		PR		Monthly		37

				NEW ZEALAND		18.2		21.4		150.4		131.9		0.0		0.0		0.0		0.0		1.2.97		Tarifica		Monthly		38

				TURKEY		18.9		22.2		9.8		15.8		0.0		0.0		0.0		0.0		6.8.97		PR		Monthly		39

				ICELAND		73.7		86.6		57.4		46.4		0.0		0.0		0.0		0.0		16.12.96		PR				40

				MEXICO		230.1		75.5		90.0		105.8		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1.97		PR				41

				USA		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0

				Wyoming, Dubois		0.0		0.0		124.2		160.3		0.0		0.0		0.0		0.0								42

				Woodbury, Conneticut		0.0		0.0		131.7		86.8		0.0		0.0		0.0		0.0								43

				Lufkin- Conroe, Texas		14.6		17.1		100.1		93.9		0.0		0.0		0.0		0.0								44.0

														0.0		0.0		0.0		0.0

														0.0		0.0		0.0		0.0
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Notes

		EXCHANGE LINE CONNECTION AND RENTAL CHARGES (9.6.98)

		General																														AUST		SWEDEN		FINLAND		NORWAY		SWITZ		USA		CANADA		OZ		H.KONG		BAHRAIN		JAPAN

				Connection - charge for connection of single exchange line for new customer.																												20.63		13.17		8.92		12.46		2.40		1.62		2.43		2.47		12.55		0.61		185.13

				Rental - charge for a single exchange line for exclusive use: telephone set is

				excluded unless otherwise stated.

				Exchange Rates as at 6/8/1999

				Minimum/Maximum Rental - used where rental varies with location or size of

				local call area.

		1		Belgium : The connection and rental charges are based on the number of subscribers in zone.

				Number of                   Connection                    Rental

				subscribers*                       charge

				Over 100000 (large)                2200                    540				｣540.00

				25000 - 99999 (medium)         2200                    515				｣515.00

				Under 25000 (small)               2200                    490				｣490.00

				* Currently Brussels, Antwerp, Liege, Hasselt, Courtrai, Ghent, Charleroi, Brugge, Leuven, Herentals,

				Roeselare, Malines and Mons are "large " zones.

				Rental fee and maintenance of the telephone set are not included.

				New connections are guaranteed within 5 days, if deadline cannot be met, the compensation is two

				months free rental.

		2		Denmark : Charges depend on the operating Company in the area concerned : Charges shown include Tax.

				Area*                          Connection                     Rental

				A                                 950                               120.33

				B                                 950                                91.33

				C                                 950                                110.67

				D                                 950                               110.67

				A :Within region of Copenhagen and Zealand

				B : Within Jutland

				C : Within Funen

				D : Within South Jutland

		3		Germany : A lower rental chargeof DM 9.08 applies for subscribers on low income. Blind and deaf

				subscribers are charged with a reduced rental of DM 5.04.

				For takeovers a reduced connection charge of DM 50.43 applies.

				The second exchange line is charged at DM 17.91 per month. From 1 January 1998, the cost of

				the second line will be the same as the first line.         (To be checked)

		5		Spain : Reduction of  95% in rental and 70% in connection charges applicable to people over the age of 64

				years with an annual income of less than Ptas 843080. Rental of a telephone unit is charged at Ptas 300 per

				month, connection Ptas 3000.

		6		France :  The Residential and Business Rentals shown are for 1or 2 lines. The connection of the second line is charged at FF 168.63.

				A charge of FF25.30 applies for a temporary cancellation.In addition to res. rental shown there is a lower rental of 28.19FFr

				with higher usage rates.

				The Business Exchange Line Rental for 3 lines or more is FFr91.00 per month.

				France Telecom has said (Res) standing charges will not change further between now (March 1997) and 1999.

		7		Italy : 1. For each telephone set after the first a monthly rental of L 125 is levied.

				2. For the main home line, a monthly rental charge of L 12450 applies for shared use.

				3. The connection charge for a second home line is L200000 and the monthly rental L16800.

				4. The takeover of a line is set at L100000.

		8		Luxembourg : There is a minimum rental period of one year. A daily charge of LFr 20 is levied for periods

				of less than one year.

		9		Netherlands :  There is an additional charge of Fl.3.50 per metre of line installed or moved on the user's premises.

				BelBudget is not available to companies, organisations or subscribers with more than one line or ISDN line.

		10		Portugal:  Subscribers on low income and pensioners get 60% of monthly rental charge and 25 units free.

				11.UK(MCL) - Charges for 2100 service standard service are shown.

		12		Ireland:  The connection charge for an auxiliary line is IR｣100 and monthly rental of IR｣10.00. An auxiliary

				line is the second or subsequent exchange line on a telephone connection. For a transferred connection the

				one-off charge is IR｣15, and if the number is changed, the charge is IR ｣16. A charge of IR｣15 applies if line

				is disconnected for non-payment of bill. Detailed billing attracts a charge of IR｣3 per exchange line, per bill.

		13		Austria: Initial connection charge is levied on a time and materials basis, this is the minimum charge.

				The rental includes the provision of a standard telephone set.

		14		Sweden: The rental depends on where  the subscriber is based. Stockholm attracts the highest charges,

				Gothenburg and Malmo the second highest and the cheapest applies to the rest of the country.

				Charges exclude premise distribution systems.

				From 1 January 1996, Telia decreased some connection and rental charges but increased other rentals.

				Connections charges for business users were cut by SEK 400 to SEK 1200 and by SEK 600 to SEK 1200

				for  PABX customers. Connection charges for residential users fell by SEK 300 to SEK 700. Rental charges

				for PABX customers have been reduced to bring them into line with single line customers. Also rentals

				for residential customers were increased slightly.

				Telia ofers the Telia Mini service to low volume users. The users get a SEK100 discount on the quarterly

				rate but usage charges are double the rates listed below.

				Area		Call set up		Rate 1		Rate 2

						charge		0800 -1800		all other		Rate 2

								M - F		times		all other

												times

				Local		0.24		0.12		0.064

				Regional		0.24		0.48		0.24		0.064

				Trunk		0.24		0.80		0.40		0.24

						Trunk		0.24		0.80		0.40

				Notes:

				Local calls are between telephone sets which are connected to the same exchange or to different exchanges

				belonging to the same rate zone.

				80% of Swedish users benefit from per second billing. Telia will be able to offer per second billing to every

				user within 12 -24 months.

				All calls within Stockholm, Gothenburg, Malmo and Helsingborg are charged at the local rate.

				For a Business customer, a discount applies from the fifth connection onwards.

				For  Residential customers, Residential users under the age of 26 years are only charged with SEK 200 when

				moving.

		15		Finland (1) - Bought Extension

		15		Finland (2) - Rented Extension

				Charges for exchange lines in the Helsinki Telephone Company area.

				Type of subscriber				Connection						Rental

												Area I		Area II		Area III

				Bought Extension

				Zone 1								33.60		37.70		41.80

				Zone 2								38.52		42.62		46.72

				Zone 3								41.80		45.90		50.00

				Rented Extension				800

				Zone 1								57.37		62.29		67.21

				Zone 2								62.29		67.21		72.13

				Zone 3								65.57		70.49		75.40

				Charge is dependent on which area the subscriber is based and to which zone they are calling.

				More details available from the Tarifica Enquiry Service.

		16		Norway : Lower rental charges apply in rural areas. The charge does not include the telephone set.

		17		Switzerland : Charges are billed by firms licensed by the PTT. Rentals shown are for exchange line only.

				The monthly rentals for telephone sets are additional.

				Canada

				The connection charge includes the visit to the premises and the installation of a socket except

				of BC Tel, AGT and Bell Canada where an extra charge is applied for the installation of the socket.

				Rentals - Notes

				1. Charges for the touchtone service are included for new service installations.

				2. Sasktel rates - 40/40 plan included - 40 mins. free within 40 miles radius.

				3. Examples of Provincial tax: Local calls (40 - 50km radius)     0%

				To: Alberta                                                                                       0%

				Newfoundland                                                                               12%

				Ottawa                                                                                              8%

				Quebec, Montreal                                                                          6%

		18		AGT

		19		British Columbia Tel (BC Tel - Vancouver)

		20		British Columbia Tel (BC Tel)

		21		Sask Tel

		22		New Tel (Newfoundland)

		23		Other (Atlantic)

		24		Island Tel

		25		MTS (Winnipeg)

		26		MT&T

		27		NB Tel

		28		Bell Canada (Ottawa)

		29		Bell Canada (Montreal)

		30		Bell Canada (Quebec)

		31		Bell Canada (Toronto)

		32		Australia - Connection charge shown is the minimum. If Telstra has to extend network facilities

				from the NETPOP to the PEP over 500 metres, then a pro rata charge of up to a maximum of $1400 is charged.

				Where services are provided by radio and require the installation of hardware, an additional charge of

				$1400 applies.

		35		Japan (NTT) : Connection charge comprises Yen 800 initial subscription fee,

				Yen 72000 contribution to NTT plant. (This 'telephone right' can be re-sold

				for Yen 55000 approx). Yen 8000 installation cost. Rental varies with the

				number of  access lines in service in the local call area. Minimum charge

				applies for <800 lines, maximum for >400000, with 3 intermediate charge bands.

				Charges apply to customers in the Tokyo area.

		36		Bahrain : Rental includes one telephone instrument.

		37		South Africa: Reduced connection charge of R164 per line applies when more than one line is provided at the same time

		38		New Zealand : There is a standard visit fee for installation of NZ$ 30. Standard applies to most customers in

				areas with local call charging. City access applies to business customers with telephone lines terminating in any

				of the selected buildings named by Telecom. Non standard applies to older classes of exchange and business

				customers with modern exchanges but no local call charging. Telecom  intends progressively updating

				non-standard to standard.

		39		Turkey:

		40		Iceland:

		41		Mexico

		42		Wyoming

		43		Woodbury Conneticut :The rental charges exclude taxes but include FCC Subscriber charge of $3.50 for

				Res and $6.00 for Bus.

		44		Lufkin-Conroe, Texas: Single Line Business charges have been quoted.
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